
19 

 

6. 事後調査報告書の提出時期 

建設・解体工事：原則として着工後 1年ごとに工事工程を勘案しながら、事後調査結果を報 

告書としてとりまとめ、提出する。 

施 設 の 利 用 ：事後調査終了後、結果を報告書にとりまとめ、提出する。 
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表 6.1(1) 事後調査内容（工事着手前） 

調査項目 調査手法 調査地点・範囲 調査時期・頻度 評価指針 

陸域動物・陸域

植物 

哺乳類（重要種）

の生息状況 

任意調査 （仮称）舞洲駐車

場予定地及びその

周辺 

工事着手前に 1 回 環境保全の観点から、

適切な配慮がなされ

ていること 

鳥類の飛来状況 定点調査、任意調査 会場予定地及びそ

の周辺 

昆虫類（重要種）

の生息状況 

任意調査 

植物（重要種） 任意調査 

 

表 6.1(2) 事後調査内容（建設・解体工事） 

調査項目 調査手法 調査地点・範囲 調査時期・頻度 評価指針 

建設機械・工事

関連車両の稼

働状況 

種類・型式別の稼働台

数・稼働時間等 

工事作業日報の整

理等による 

会場予定地及び

（仮称）舞洲駐

車場予定地 

建設工事・解体工

事期間中 

環境保全の観点か

ら、環境負荷の低減

に配慮された工程

になっていること 

騒
音
・
振
動 

建設・解

体作業騒

音・振動 

・騒音レベルの 90％レ

ンジ上端値（LA5） 

 

・振動レベルの 80％レ

ンジ上端値（L10） 

・騒音：「騒音に係

る環境基準につ

いて」（平成 10

年 9 月 環境庁

告示第 64 号）に

定める測定方法

で測定する。測

定 高 さ は 地 上

1.2m とする。 

・振動：「振動規制

法施行規則」に

定める測定方法

で測定する。 

敷地境界地点 

会場予定地及び

（仮称）舞洲駐

車場予定地 各

1 地点 

・建設工事、解体

工事期間中に

ついて各々の

影響最大月に 1

日 

・工事時間帯に測

定 

 

・騒音 

特定建設作業に

係る騒音の規制

基準値（85 デシ

ベル）以下であ

ること 

・振動 

特定建設作業に

係る振動の規制

基準値（75 デシ

ベル）以下であ

ること 

道路交通

騒音・振

動 

・等価騒音レベル（LAeq） 

 

・振動レベルの 80％レ

ンジ上端値（L10） 

 

・交通量 

・騒音：「騒音に係

る環境基準につ

いて」（平成 10

年 9 月 環境庁

告示第 64 号）に

定める測定方法

で測定する。測

定 高 さ は 地 上

1.2m とする。 

・振動：「振動規制

法施行規則」に

定める測定方法

で測定する。 

・交通量：交通量を

目視により計数

する。 

工事車両の主要

通行ルート 5 地

点 

（図 6.1(1)交通

No.1 ～ 交 通

No.3、交通 No.5、

交通 No.6） 

・建設工事、解体

工事期間中に

ついて各々の

影響最大月に 1

日 

・日中（工事関連

車両通行時間

帯）に測定 

・騒音 

環境保全目標値

( 交 通 No.1 ～

No.3 は昼間：70

デシベル、夜間：

65 デシベル、交

通 No.5～交通

No.6 は昼間：65

デシベル、夜間：

60 デシベル)以

下であること 

・振動 

道路交通振動の

要請限度(昼間：

70 デシベル、夜

間：65 デシベル）

以下であること 

廃棄物・残土 種類別発生量・排出量及

びリサイクル量等 

工事作業日報の整

理等による 

会場予定地及び

（仮称）舞洲駐

車場予定地 

建設工事・解体工

事期間中 

環境保全の観点か

ら、発生量・排出量

の抑制及び適切な

リサイクル・リユー

ス・処理がなされて

いること 

陸域動物 鳥類の飛来状況 定点調査、任意調

査 

会場予定地及び

その周辺 

 

建設工事・解体工

事期間中の毎年 4

月から 7月に各月

1 回 

環境保全の観点か

ら、適切な配慮がな

されていること 

注：工事最盛期の時期は、工事の進捗状況等を踏まえて最終的に決定する。 
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表 6.1(3) 事後調査内容（施設の利用） 

調査項目 調査手法 調査地点・範囲 調査時期・頻度 評価指針 

騒
音 

博覧会開

催による

騒音 

・騒音レベル

の 90％レン

ジ 上 端 値

（LA5） 

 

・等価騒音レ

ベル（LAeq） 

「騒音に係る環境基

準について」（平成

10年 9月 環境庁告

示第 64 号）に定める

測定方法で測定す

る。測定高さは地上

1.2m とする。 

・敷地境界地点 

会場予定地及

び（仮称）舞洲

駐車場予定地 

各 1 地点 

・一般環境調査

地点 1 地点 

・開催期間中 

・平日、休日 

 各 1 日 

・敷地境界地点 

工場・事業場におけ

る騒音の規制基準

値(昼間：65 デシベ

ル、朝・夕：60 デシ

ベル、夜間：55 デ

シベル)以下である

こと 

・一般環境調査地点 

環境基準(昼間：60

デシベル、夜間：50

デシベル）の達成と

維持に支障を及ば

さないこと 

航空機に

よる騒音 

時間帯補正等

価騒音レベル

（Lden） 

「航空機騒音測定・

評価マニュアル」（令

和 2 年 3 月、環境省）

に定める環境騒音の

表示・測定方法に準

拠する。 

一般環境調査地

点 1 地点 

・開催期間中 

・平日、休日 

 各 1 日 

航空機騒音に係る環

境基準値（62デシベル

以下）の達成と維持に

支障を及ばさないこ

と 

低
周
波
音 

博覧会開

催による

低周波音 

 

G特性音圧レベ

ル及び 1/3 オ

クターブバン

ド周波数別音

圧レベル 

 

「低周波音の測定方

法に関するマニュア

ル」（平成 12 年 10 月 

環境庁大気保全局）

に定める方法により

測定する。 

一般環境調査地

点 1 地点 

 

・開催期間中 

・平日、休日 

 各 1 日 

「低周波音問題対応

の手引書」（環境省、平

成 16 年）に記載され

る心身に係る苦情に

関する参照値等との

比較により生活環境

の維持に支障を及ぼ

さないこと 

航空機に

よる低周

波音 

ISO-7196 に示される

感覚閾値等との比較

により生活環境の維

持に支障を及ぼさな

いこと 

騒
音
・
振
動 

道路交通

騒音・振

動 

・等価騒音レ

ベル（LAeq） 

 

・振動レベル

の 80％レン

ジ 上 端 値

（L10） 

 

・交通量 

・騒音：「騒音に係

る環境基準につい

て」（平成 10年 9

月 環境庁告示第

64 号）に定める測

定方法で測定す

る。測定高さは地

上 1.2m とする。 

・振動：「振動規制

法施行規則」に定

める測定方法で測

定する。 

・交通量交通量を目

視により計数す

る。 

主要走行ルート 

6 地点 

（図 6.1(1)交通

No.1 ～ 交 通

No.6） 

・開催期間中

の影響最大

月 

・平日、休日 

 各 1 日 

・騒音 

環境保全目標値(交

通 No.1～No.4 は昼

間：70 デシベル、夜

間：65 デシベル、交

通 No.5～交通 No.6

は昼間：65 デシベ

ル、夜間：60 デシベ

ル)以下であること 

・振動 

道路交通振動の要

請限度(昼間：70 デ

シベル、夜間：65 デ

シベル)以下である

こと 

廃棄物 種類別発生量・

排出量及びリ

サイクル量 

記録台帳の整理等に

よる 

会場予定地 開催期間中 環境保全の観点から、

発生量・排出量の抑制

及び適切なリサイク

ル・処理がなされてい

ること 
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表 6.1(4) 事後調査内容（施設の利用） 

調査項目 調査手法 調査地点・範囲 調査時期・頻度 評価指針 

地球環境 種類別のエネ

ルギー使用量

及び CO2排出量 

電気、ガス、水道等

の使用実績の整理

等による 

会場予定地 開催期間中 

 

環境保全の観点か

ら、エネルギー使用

量の抑制及び適切

な配慮がなされて

いること 

陸域動物 鳥類の飛来状

況 

定点調査、任意調査 会場予定地及び

その周辺 

 

開催期間中の 4

月から 7 月に各

月 1 回 

環境保全の観点か

ら、適切な配慮がな

されていること 
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図 6.1(1) 調査地点（騒音、振動、低周波音） 

この地図は、国土地理院の電子地形図 25000 をもとに作成した。 
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図 6.1(2) 調査地点図（陸域動物、陸域植物） 

この地図は、国土地理院の電子地形図 25000 をもとに作成した。 
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